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４．１ 均一分散かどうかの検証

誤差項についての仮定のうち

（全ての誤差項の分散は等しい）

について検証する

４ 誤差項についての検証
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（第２回課題の解答）

推定結果

この仮定が成立していないときには

＊最小二乗法による推定が必ずしも適切でない
＊有意性の検定について修正が必要となる

（ ）内は t値
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残差グラフ

都道府県（所得の低い順）
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◎不均一分散の検定（Whiteの検定）
帰無仮説：全ての誤差項の分散は等しい
対立仮説：少なくとも１つは異なるものがある

『手順』

（１）最小二乗残差を求める

を普通に最小二乗法で推定し、

を求める
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（２）残差を被説明変数、定数項を含めた説明
変数間の任意の積のうち、区別できるもの
を説明変数として、最小自乗法を実行
決定係数を求める

単回帰の場合

被説明変数：

説明変数：

説明変数の個数
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説明変数が２つの場合

被説明変数：

説明変数：
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（３） を用いて棄却か受容かを決定

は帰無仮説が正しいとき、nが十分大きけ

れば自由度 p-1のカイ２乗分布で近似できる

0 5 10 15 20

自由度５のカイ2乗分布
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5.99

有意水準を５％とすると

自由度 p-1のカイ2乗分布の上側５％点＜
のとき帰無仮説を棄却

単回帰の場合（ p = 3）

自由度２のカイ2乗分布

0.05
Excel関数
CHIINV(0.05,2)
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説明変数が２つの場合（ p = 6）

11.07

自由度５のカイ2乗分布

0.05

Excel関数
CHIINV(0.05,5)
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第２回課題のデータについての不均一分散の検定

被説明変数： 説明変数：

県民可処分所得民間最終消費支出

を最小二乗法で推定
して得られた残差

として最小二乗法で推定し得られた

有意水準を５％とすると

より帰無仮説棄却

→不均一分散が認められる
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◎不均一分散が認められた場合の処理（推定）

最適な推定方法：誤差の分散

→誤差の分散は例外的な場合を除き未知
であるのでこの方法は利用できない

を利用した加重最小二乗法

代替的な推定方法：誤差の分散を何らかの方法で
推定し、それを利用した加重
最小二乗法

→利用の仕方を間違えると通常の最小二乗法
よりも悪い結果をもたらす
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◎不均一分散が認められた場合の処理（検定）

通常の t統計量を用いた有意性の検定は
不均一分散が存在する場合には正しい
検定方法とはいえない
→本来有意でない説明変数を有意として
しまう傾向がある

推定を通常の最小二乗法のままにしたと
しても、有意性の t 検定については修正が
必要
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◎有意性の t検定の修正（Whiteの方法）

簡単化のため以下のデータを用いる：

45118.1

34119.9

53112.1

12111.6

2119.6

X3X2X1Y

以後Excelを利用した場合の手順を紹介



14

通常の最小二乗法による推定結果
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（手順１）最小自乗残差をデータ系列の隣に
以下のように配置する
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（手順２）残差の２乗を作成

=E2^2
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（手順３）残差の２乗×説明変数を作成

=$F2*C2

=$F2*D2
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（手順４）３行３列の空白のセルを選択し以下の
入力を行い、[Ctrl]+[Shift]+[Enter]

＊B2:D6・・・定数項と全ての説明変数

＊３行３列・・・定数項も含めた説明変数の個数



19

（手順５）３行３列の空白のセルを選択し以下の
入力を行い、[Ctrl]+[Shift]+[Enter]

＊J2:L4・・・（手順４）で作成した部分
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（手順６）３行３列の空白のセルを選択し以下の
入力を行い、[Ctrl]+[Shift]+[Enter]

＊B2:D6・・・定数項と全ての説明変数

＊F2:H6・・・ （手順２）、（手順３）で作成した部分
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（手順７）３行３列の空白のセルを選択し以下の
入力を行い、[Ctrl]+[Shift]+[Enter]

＊J6:L8・・・（手順５）で作成した部分

＊J10:L12・・・ （手順６）で作成した部分
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（手順８）３行３列の空白のセルを選択し以下の
入力を行い、[Ctrl]+[Shift]+[Enter]

＊J14:L16・・・（手順７）で作成した部分

＊J6:L8・・・ （手順５）で作成した部分
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-0.959020.925422-0.8875x3

3.30930.9254223.0625x2

2.8702682.694877.735切片

t 標準誤差係数

（手順９）分析ツールの回帰分析の結果より以下
の部分をコピーし空白部分に貼り付ける
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（手順１０）（手順８）で作成した部分を利用して
標準誤差を修正する

=SQRT(J18)

=SQRT(K19)

=SQRT(L20)
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（手順１１）“係数”を“標準誤差”で割った値を
“t”の部分に書き込み、更にtをzに
書き換える

=K23/L23

=K24/L24

=K25/L25
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最終的に得られた、“ z値”を用いた検定では
t分布ではなく、標準正規分布を用いる

「有意水準５％、両側検定の場合」

1.96

0.0250.025

-1.96

受容域棄却域 棄却域

0
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（注）
簡単化のためデータの個数が少ない場合で
説明したが、実際には十分大きなデータの場
合に、この修正は有効となる
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４．２ 系列相関の有無の検証

＊対象となるのは基本的に時系列データ

系列相関：異なる誤差項間の相関

＊系列相関には様々なものが存在するが
以下では１階の自己相関のみを扱う

t+1 期の誤差は、t 期の誤差の一部と
新たに発生する“ショック”との和

ただし
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について

（１） 互いに独立

（２）

（３）

（４） 過去の とも独立

もしも ならば、 は古典的仮定を満たす

誤差項となる
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（第３回課題の解答）

“負の系列相関の典型例”

0
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“系列相関がない場合の１つの例”

0
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“正の系列相関の典型例”

0
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◎１階の自己相関の検定（ダービー・ワトソン検定）

ダービン・ワトソン統計量：

が成立し、系列相関がない

場合には２から大きく離れる確率は小さい
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ダービン・ワトソン統計量の５％臨界値

1.9770.6851.7500.8141.5430.9461.3611.07715

2.0300.6321.7790.7671.5510.9051.3501.04514

2.0940.5741.8160.7151.5620.8611.3401.01013

2.1770.5121.8640.6581.5790.8121.3310.97112

2.2830.4441.9280.5951.6040.7581.3240.92711

2.4140.3762.0160.5251.6410.6971.3200.87910

DUDLDUDLDUDLDUDL

k'=4k'=3k'=2k'=1
n

n：データの個数
k' ：定数項以外の説明変数の個数



35

正の系列相関の検定

帰無仮説： 対立仮説：

DU<DW  → 帰無仮説を受容

DW< DL → 帰無仮説を棄却

DL<DW<DU → 保留

0 2 4DL DU

保
留

正
の
相
関

相
関
な
し
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負の系列相関の検定

帰無仮説： 対立仮説：

DW < 4-DU → 帰無仮説を受容

4-DL < DW → 帰無仮説を棄却
4-DU<DW<4-DL → 保留

0 2 44-DL4-DU

保
留

負
の
相
関

相
関
な
し
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ExcelでのDWの求め方

用いるデータ：

最小二乗法による推定結果：

10987654321X

119.87.26.65.75.35.66.16.13.7Y
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最小自乗残差のグラフ
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（手順１）残差と１期前の残差を以下のように配置
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（手順２）（残差－１期前の残差）の２乗を計算

=(A3-B3)^2

=(A4-B4)^2

以下同様
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（手順３）残差の２乗を計算

=A2^2

=A3^2

以下同様
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（手順４）DWを求める

=sum(C3:C11)

=sum(D2:D11)

=C12/D12
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データの個数＝10
定数項を除いた説明変数の個数＝１

有意水準を５％として、実際に検定を行うと

３２ページの数表より、DL=0.879、DU=1.320

求まったダービン・ワトソン値=0.865より、正の
系列相関が疑われる

帰無仮説： 対立仮説：

DW < DLとなるので、帰無仮説を棄却

→正の系列相関が認められる
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0 2 4
0.879

1.320

保
留

正
の
相
関

相
関
な
し

0.865




